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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第98期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 317,827 335,685 659,730

経常利益 （百万円） 18,706 18,505 36,421

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
（百万円） 12,698 12,705 20,495

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） 14,069 11,258 23,202

純資産額 （百万円） 301,479 315,420 307,648

総資産額 （百万円） 551,397 592,748 568,380

１株当たり四半期

(当期)純利益
（円） 53.56 53.59 86.45

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益

（円） 52.54 52.57 83.23

自己資本比率 （％） 52.2 50.7 51.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 27,254 21,403 49,811

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △15,991 △23,144 △32,955

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 329 15,554 △5,960

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
（百万円） 93,335 107,483 95,007

 

回次
第98期
第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年７月１日
至　平成30年９月30日

１株当たり四半期

純利益
（円） 22.78 24.66

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間における日本経済は、雇用・所得環境の改善等から個人消費に持ち直しの動きがあり

緩やかに回復しました。

 世界経済につきましては、米国では個人消費や設備投資が緩やかに増加したことなどから景気は堅調に推移しま

した。アジア地域においては、中国では輸出の増加や経済政策の効果により景気は緩やかな成長が続きました。タ

イやインドでも景気の回復がみられました。

 しかしながら、米国の保護主義的な通商政策による欧州や中国との貿易摩擦に対する懸念もあり、景気は先行き

不透明な状況が続いております。

 当社グループの主要な事業分野であります自動車関連市場における国内販売は、軽自動車は増加しましたが、登

録車が減少したことから、2,482千台で前年同期並みとなりました。完成車輸出は、2,333千台で前年同期比0.9％

の増加となりました。

 以上のような経営環境のもと、売上高は335,685百万円（前年同期比5.6％増）、営業利益は15,322百万円（前年

同期比8.0％減）、経常利益は18,505百万円（前年同期比1.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は12,705

百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

 

 セグメントの状況は以下のとおりです。

［懸架ばね事業］

 懸架ばね事業は、売上高は63,107百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は3,946百万円（前年同期比22.4％

減）となりました。

 

［シート事業］

 シート事業は受注生産台数の増加等により、売上高は148,500百万円（前年同期比4.5％増）となりました。営業

利益は、受注車種構成の変化等により、2,352百万円（前年同期比40.5％減）となりました。

 

［精密部品事業］

 精密部品事業は受注製品の数量増や合理化等により、売上高は78,216百万円（前年同期比7.6％増）、営業利益

は6,084百万円（前年同期比18.0％増）となりました。

 

［産業機器ほか事業］

 産業機器ほか事業は、売上高は45,860百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は2,939百万円（前年同期比

19.7％増）となりました。
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(２）財政状態の分析

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金や有形固定資産の増加等により、前連結会計年度末に比

べ24,367百万円増加し、592,748百万円となりました。

 負債については、借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ16,596百万円増加し、277,327百万円となり

ました。

 純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に

比べ7,771百万円増加し、315,420百万円となりました。

 

(３）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は107,483百万円となり、前年同四半期末に比べ

14,147百万円の増加となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 営業活動の結果得られた資金は21,403百万円となり、前年同四半期と比べ5,851百万円の減少となりました。こ

れは主に運転資金の増加によるものです。

 投資活動の結果支出した資金は23,144百万円となり、前年同四半期と比べ7,153百万円の支出増加となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得による支出の増加によるものです。

 財務活動の結果は15,554百万円の収入となり、前年同四半期と比べ15,224百万円の増加となりました。これは主

に長期借入れによる収入の増加及び長期借入金の返済による支出の減少によるものです。

 現金及び現金同等物に係る換算差額による影響は1,336百万円の減少となりました。

 

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(５）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、8,019百万円であります。なお、当

第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年11月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 244,066,144 244,066,144
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であ

ります。

計 244,066,144 244,066,144 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成30年９月30日 － 244,066,144 － 17,009 － 17,295
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

三菱UFJ信託銀行 退職給付信託

大同特殊鋼口 共同受託者 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 22,392 9.44

双日株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号 13,199 5.57

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託

神戸製鋼所口 再信託受託者 資産管理

サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

9,504 4.01

大同特殊鋼株式会社 名古屋市東区東桜一丁目１番10号 8,507 3.59

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE THE

KILTEARN GLOBAL EQUITY FUND

(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

東京都中央区日本橋三丁目11番１号 7,171 3.02

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,116 3.00

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A.

380578

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

東京都港区港南二丁目15番１号

品川インターシティＡ棟
6,552 2.76

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託

みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理

サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

5,753 2.43

株式会社横浜銀行 (常任代理人

資産管理サービス信託銀行株式会社)

横浜市西区みなとみらい三丁目１番１

号
5,718 2.41

株式会社メタルワン 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 5,559 2.34

計 － 91,474 38.58

（注）１．当社は、自己株式6,974,725株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

三菱ＵＦＪ信託銀行 退職給付信託 大同特殊鋼口 共同受託者 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社                                                             22,392千株

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 神戸製鋼所口 再信託受託者 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社                                                            9,504千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　信託口　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,116千株

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社                                                            5,753千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

6,974,700

－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は、100株であ

ります。

完全議決権株式（その他）
普通株式

236,921,600
2,369,216 同上

単元未満株式
普通株式

169,844
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。

発行済株式総数 244,066,144 － －

総株主の議決権 － 2,369,216 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株、日発販売株式会社名義

（平成24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の株式が300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個、日発販売株式会社名義（平成

24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の議決権の数３個が含まれております。なお、当該

日発販売株式会社名義の株式300株（議決権の数３個）につきましては、同社は実質的には株式を所有して

おりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 25株

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本発条株式会社

横浜市金沢区福浦

三丁目10番地
6,974,700 － 6,974,700 2.86

計 － 6,974,700 － 6,974,700 2.86

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

 

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、従来から当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新

日本有限責任監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 95,251 107,517

受取手形及び売掛金 ※３ 146,781 ※３ 142,600

商品及び製品 17,127 16,928

仕掛品 8,685 10,625

原材料及び貯蔵品 16,729 17,481

部分品 6,047 6,391

その他 24,427 24,413

貸倒引当金 △88 △106

流動資産合計 314,962 325,853

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 143,498 145,480

減価償却累計額 △92,134 △93,738

建物及び構築物（純額） 51,364 51,742

機械装置及び運搬具 241,938 243,984

減価償却累計額 △188,455 △191,877

機械装置及び運搬具（純額） 53,483 52,106

土地 30,515 30,379

リース資産 1,248 1,259

減価償却累計額 △630 △652

リース資産（純額） 617 607

建設仮勘定 12,071 18,030

その他 68,431 71,839

減価償却累計額 △60,974 △62,298

その他（純額） 7,456 9,541

有形固定資産合計 155,508 162,406

無形固定資産 3,089 2,902

投資その他の資産   

投資有価証券 64,678 64,825

長期貸付金 8,719 10,968

繰延税金資産 7,739 8,105

退職給付に係る資産 4,619 5,049

その他 9,935 13,641

貸倒引当金 △873 △1,004

投資その他の資産合計 94,819 101,585

固定資産合計 253,418 266,894

資産合計 568,380 592,748
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 87,507 ※３ 85,157

電子記録債務 43,637 46,214

短期借入金 13,320 19,541

未払法人税等 6,074 3,071

役員賞与引当金 268 158

設備関係支払手形 ※３ 3,714 ※３ 3,436

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 － 11,357

その他 37,515 35,391

流動負債合計 192,038 204,328

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,624 －

長期借入金 25,338 38,377

リース債務 563 523

繰延税金負債 9,414 11,064

退職給付に係る負債 15,859 16,001

役員退職慰労引当金 507 526

執行役員退職慰労引当金 810 813

その他 5,574 5,692

固定負債合計 68,692 72,999

負債合計 260,731 277,327

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,009 17,009

資本剰余金 19,579 19,579

利益剰余金 229,163 239,023

自己株式 △7,516 △7,517

株主資本合計 258,235 268,094

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 27,935 27,799

為替換算調整勘定 7,355 5,259

退職給付に係る調整累計額 △688 △594

その他の包括利益累計額合計 34,601 32,464

非支配株主持分 14,811 14,861

純資産合計 307,648 315,420

負債純資産合計 568,380 592,748
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 317,827 335,685

売上原価 278,907 297,462

売上総利益 38,920 38,223

販売費及び一般管理費 ※ 22,269 ※ 22,900

営業利益 16,651 15,322

営業外収益   

受取利息 412 489

受取配当金 910 864

為替差益 402 1,844

その他 1,364 1,052

営業外収益合計 3,089 4,250

営業外費用   

支払利息 68 136

その他 966 931

営業外費用合計 1,034 1,068

経常利益 18,706 18,505

税金等調整前四半期純利益 18,706 18,505

法人税等 4,954 4,796

四半期純利益 13,751 13,708

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,052 1,003

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,698 12,705
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 13,751 13,708

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,028 △138

為替換算調整勘定 △2,094 △2,297

退職給付に係る調整額 389 101

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △115

その他の包括利益合計 318 △2,449

四半期包括利益 14,069 11,258

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 13,020 10,567

非支配株主に係る四半期包括利益 1,049 691
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(３)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 18,706 18,505

減価償却費 11,536 11,828

退職給付に係る資産負債の増減額 △1,711 △1,795

受取利息及び受取配当金 △1,323 △1,353

支払利息 68 136

為替差損益（△は益） 321 △1,106

持分法による投資損益（△は益） △263 △117

有形固定資産除売却損益（△は益） 90 △3

売上債権の増減額（△は増加） 4,402 2,594

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,521 △2,734

仕入債務の増減額（△は減少） 4,936 293

その他 △618 545

小計 33,624 26,793

利息及び配当金の受取額 1,683 1,372

利息の支払額 △98 △128

法人税等の支払額 △7,954 △6,633

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,254 21,403

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,469 △18,849

有形固定資産の売却による収入 1,220 128

無形固定資産の取得による支出 △135 △178

投資有価証券の取得による支出 △1,802 △2,563

貸付けによる支出 △3,609 △1,960

貸付金の回収による収入 1,607 148

その他 197 131

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,991 △23,144

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,677 1,360

短期借入金の返済による支出 △740 △3,054

長期借入れによる収入 15,024 25,000

長期借入金の返済による支出 △8,188 △4,123

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 12,000 12,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △16,000 △12,000

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △158 △140

配当金の支払額 △2,845 △2,845

非支配株主への配当金の支払額 △438 △641

財務活動によるキャッシュ・フロー 329 15,554

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,151 △1,336

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,441 12,476

現金及び現金同等物の期首残高 82,493 95,007

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,400 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 93,335 ※ 107,483
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。

債務保証

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

非連結子会社及び関連会社 2,313百万円 2,130百万円

従業員 35 〃 28 〃

合計 2,349 〃 2,159 〃

 

２　その他の偶発債務

　当社及び米国子会社ＮＨＫインターナショナル社は、平成28年７月26日、ＨＤＤ用部品の取引に関して、

独占禁止法（反トラスト法）違反の疑いがあるとして、公正取引委員会及び米国司法省の立ち入り検査を受

け、以降、全面的に調査に協力してまいりました。

　公正取引委員会の調査につきましては、独占禁止法に違反する行為があったとして排除措置命令及び課徴

金納付命令を受領し、これを納付しております。

　一方、米国司法省の検査は現在も継続中であり、現時点ではその帰趨及び当社への影響はいずれも不明で

あります。当社及びＮＨＫインターナショナル社は、米国司法省の検査に対して引き続き全面的に協力して

まいります。

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

     なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形 724百万円 636百万円

支払手形 56 〃 109 〃

設備関係支払手形 11 〃 150 〃

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年９月30日）

給料・手当・賞与 10,368百万円 10,755百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金 93,500百万円 107,517百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △164 〃 △33 〃

現金及び現金同等物 93,335 〃 107,483 〃
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,845 12.0 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年11月８日

取締役会
普通株式 利益剰余金 2,608 11.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,845 12.0 平成30年３月31日 平成30年６月28日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年11月７日

取締役会
普通株式 利益剰余金 2,845 12.0 平成30年９月30日 平成30年12月５日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 60,392 142,083 72,673 42,678 317,827 － 317,827

セグメント間の内部

売上高又は振替高
924 15 894 4,421 6,255 △6,255 －

計 61,316 142,098 73,568 47,099 324,083 △6,255 317,827

セグメント利益

（営業利益）
5,084 3,955 5,155 2,455 16,651 － 16,651

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額6,255百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 63,107 148,500 78,216 45,860 335,685 － 335,685

セグメント間の内部

売上高又は振替高
899 21 908 4,822 6,652 △6,652 －

計 64,007 148,522 79,125 50,682 342,337 △6,652 335,685

セグメント利益

（営業利益）
3,946 2,352 6,084 2,939 15,322 － 15,322

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額6,652百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

(１)１株当たり四半期純利益 53.56円 53.59円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 12,698 12,705

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
12,698 12,705

普通株式の期中平均株式数（千株） 237,092 237,091

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 52.54円 52.57円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 4,599 4,599

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

２【その他】

　第99期（自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日）中間配当については、平成30年11月７日開催の取締役会

において、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しま

した。

①　配当金の総額 2,845百万円

②　１株当たりの金額 12.0円

③　支給請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月５日

日本発条株式会社

取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　　野   康　　一   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日   置   重   樹   印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本発条株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本発条株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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